
令和 5 年 9 月 6 日  

 一般社団法人日本暗号資産ビジネス協会 

一般社団法人日本暗号資産取引業協会  

  

「暗号資産発行者の会計処理検討にあたり考慮すべき事項」の公表 

  

 この度、一般社団法人日本暗号資産ビジネス協会と一般社団法人日本暗号資産取引業協会は、「暗

号資産発行者の会計処理検討にあたり考慮すべき事項」を公表しましたのでお知らせいたします。  

 本資料は、昨今国際的に様々な企業から暗号資産、Web3.0 に関する事業へ参入する関心が高まる状

況に鑑み、それら事業に参入する日本企業が円滑に監査を受嘱できる環境を整備するべく、両協会で

共同して作成したものです。 なお、作成にあたっては、日本公認会計士協会が開催した「Web3.0 関連

企業の会計監査に関する勉強会」における議論を一部反映しております。 

 本資料の構成として、まず暗号資産に関わる会計基準開発の動向を整理し、日本における暗号資産発

行時の規制の概要及び、発行者と利用者、暗号資産の受託販売を行う暗号資産交換業者のそれぞれの

法的関係を明らかにした上で、会計処理上のポイントになり得る事項を列挙しています。  

 当会はこれらの監査環境が改善するよう努めるとともに、引き続き、暗号資産発行時の会計処理その

ものが明確化されることを要望いたします。  

 本資料が、関連事業者およびそれらの監査を受任する実務の方々に活用いただけますと幸いです。  

  

１．公表資料  

 「暗号資産発行者の会計処理検討にあたり考慮すべき事項」.pdf  
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